
家庭的保育の在り方に関する検討会報告書【概要】

本検討会は、雇用均等・児童家庭局長の私的諮問機関として、「家庭的保育事業」の制度化に向け、「実施基準」や「ガイドライン」の内容に関すること、
また、家庭的保育事業の専門的課題等に関して調査審議を行った。

趣 旨

本検討会は、計４回開催し、実施基準及びガイドラインに盛り込むべき内容について調査審議を行った。
（第１回平成２１年１月３０日、第２回平成２１年２月２０日、第３回平成２１年３月５日、第４回平成２１年３月２３日）

審議内容

本検討会の審議過程において以下の問題点が指摘され、今後、これらの問題点を踏まえ、保育の質を低下することなく、量的な拡大が行われるよう、さらに家庭的保
育事業の推進を図る必要がある。

・保育士資格を有しない者が、その知識や経験を生かし、保育士資格の取得を奨励する方策を検討すべき。
・国及び地方公共団体は、家庭的保育事業の啓発・普及に取り組み、広く家庭的保育事業の周知を図るとともに、家庭的保育者が安定的かつ継続的に事業を行う
ことができるような方策を検討すべき。

・実施基準及びガイドラインについて、現在検討が行われている「次世代育成支援のための新たな制度体系」の状況により、今後さらに検討を加えるべき。

今後の課題

（五十音順、敬称略）
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鈴木 道子（特定非営利活動法人家庭的保育全国連絡協議会理事長）
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検討結果

・家庭的保育者の要件（保育士又は保育士と同等の知識及び経験を有するもの
として市町村長が認める者であって、市町村長が行う研修を修了した者）

・実施場所等（専用の部屋、保育を行う居室は9.9㎡以上、３人を超える場合は
１人超えるにつき3.3㎡を加算）

・配置基準（家庭的保育者１人で保育する場合は３人以下、補助者とともに２人
以上で保育する場合は５人以下）

・保育内容（保育所保育指針に準拠し、家庭的保育の特性に留意）

・市町村の体制整備（他機関との連携、巡回指導・相談、代替保育等）

・家庭的保育事業の実施体制（家庭的保育者又は保育所等を経営する者に委託）
・情報提供（家庭的保育の氏名、資格、居宅、保育内容等を適切な方法で周知）
・家庭的保育者（保育士資格を有さず研修によって家庭的保育者として認める際
などにおいて適切な評価を行う。）

・市町村の体制整備（家庭的保育者を支援するため、助言・指導を行う体制整備、
連携保育所の確保、代替保育の体制整備）

・研修（保育士資格を有さない者が家庭的保育者となるための認定研修、就業
前に全ての家庭的保育者に課す基礎研修、フォローアップ研修、現任研修、指
導者養成のための指導者研修）

主な実施基準の内容 主なガイドラインの内容
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